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  第２章 北海道農業・農村の概要 

１ 本道農業の特徴と地位 

 

（地域ごとに特色ある農業を展開） 

 北海道の本格的な開拓の歴史は、明治２年（1869年）の開拓使の設置に始まり、以来150年以上が経

過しました。この間、寒冷、多雪で冬の期間が長いなどの厳しい気候の下、欧米の近代的な農業技術

の導入や火山灰、泥炭等の特殊土壌の改良などが進められ、今日、本道は、生産性の高い農業を展開

する我が国の食料供給地域となっています。 

 本道の総土地面積は、東北６県に新潟県を加えた面積より大きく、地形的にも大きな広がりを持

ち、地域によって気候や土壌条件等が異なることから、それぞれの地域ごとに特色のある農業が展開

されています。 

 道南地域では、温暖な気候を活かして、野菜や米を中心に、馬鈴しょ、豆類等の畑作物を加えた農

業が営まれており、道央地域では、水資源が豊富で比較的温暖な夏季の気候を活かして、米や野菜等

を主体とした農業が展開されています。 

 また、道東や道北地域では、恵まれた土地資源を活かし、麦類や豆類、馬鈴しょ、てん菜等を輪作

する大規模な畑作、ＥＵ諸国の水準に匹敵する大規模で機械化された酪農や肉牛生産が行われていま

す。 

 

（土地資源を活かした専業的な大規模経営が主体） 

 本道では、恵まれた土地資源を活かし、専業的で大規模な経営体を主体とする農業が展開されてい

ます。 

令和７年（2025年）の本道の１経営体当たりの経営耕地面積は33.7haと都府県平均の13.0倍、乳用

牛飼養頭数は164.3頭と都府県平均の2.2倍、肉用牛飼養頭数は268.3頭と都府県平均の4.2倍となって

います。 

 また、個人経営体における主業経営体の割合は72.9％と都府県を大きく上回り、基幹的農業従事者

に占める65歳未満の割合も58.0％と都府県を上回っています。 

 

図表2-1-1  北海道と都府県の経営規模等の比較（令和７年（2025年）） 

区   分 単位 北海道(A) 都府県(B) (A)/(B) 

経営耕地面積 （１経営体当たり） ha 33.7 2.6 13.0 

乳用牛飼養頭数（１戸当たり） 頭 164.3 75.0 2.2 

肉用牛飼養頭数（１戸当たり） 頭 268.3 64.1 4.2 

主業経営体の割合（個人経営体） ％ 72.9 22.3 3.3 

基幹的農業従事者（個人経営体） 

のうち65歳未満の割合 
％ 58.0 28.9 2.0 

 資料：農林水産省「農林業センサス」、「畜産統計調査」（２月１日現在） 
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（多くの農産物が全国一の生産量） 

 本道は、都道府県別でみると、多くの農産物の生産量が全国第１位となっています。 

 令和７年（2025年）の耕種部門では、本道でのみ生産されているてん菜のほか、小麦や大豆、小

豆、いんげん、馬鈴しょ、たまねぎ、かぼちゃ、スイートコーン、にんじん等の生産量が全国第１位

と、国内最大の産地となっています。 

 また、畜産部門では、生乳生産量が全国の５割以上を占めているほか、牛肉、軽種馬等も全国第１

位となっています。 

 

図表2-1-2  生産量で北海道が全国第１位の主な農産物（令和７年(2025年)） 

 

     

     

                    
資料：農林水産省「作物統計」、「牛乳乳製品統計」、「食肉流通統計」、(公社)日本軽種馬協会「軽種馬統計」 
 注：豆類、てん菜、馬鈴しょ、野菜、生乳、牛肉はＲ６、その他はＲ７ 

 

（極めて高い水準の食料自給率） 

 令和５年度（2023年度）の本道の供給熱量ベースの食料自給率は、小麦や大豆、馬鈴しょの収穫量

が前年に比べ増加した一方、高温によるてん菜の糖度低下により道産原料の産糖量が減少したことな

どにより213％と４ポイント減少したものの、都道府県別では、前年に引き続き全国第１位となってい

ます。 

 また、生産額ベースの食料自給率は204％で、全国第４位となっています。 
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図表2-1-3 食料自給率の推移（北海道） 

 

資料：農林水産省試算 

 注：令和５年度（2023年度）は概算値。 

 

（全国の１割を超える農業産出額） 

 令和６年（2024年）の本道の農業産出額は１兆4,817億円で、都道府県の合計に占める割合（全国シ

ェア）は13.7％となっています。部門別では、乳用牛が5,313億円（全国シェア54.4％）、野菜が

2,375億円（同9.3％）で１位になるなど、多くの部門で上位を占めています。 

 

図表2-1-4 主要部門における農業産出額の都道府県別の構成比（令和６年（2024年）） 

順位 

部門 

北海道 
産出額 

（億円） 

都道府県 
産出額計 
（億円） 

１位 
（％） 

２位 
（％） 

３位 
（％） 

４位 
（％） 

５位 
（％） 

その他 

米 1,841 25,640 新 潟 8.1 北海道 7.2 秋 田 6.4 茨 城 5.5 福 島 5.2 － 

野 菜 2,375 25,510 北海道 9.3 茨 城 7.7 熊 本 5.9 千 葉 5.6  愛 知 5.3 － 

花 き 119 3,423 愛 知 15.5 千 葉 5.8 福 岡 5.0 静 岡 4.8 長 野 4.6 10 位 

乳用牛 5,313 9,767 北海道 54.4 栃 木 5.2 熊 本 3.8 群 馬 2.8 千 葉 2.8 － 

肉用牛 1,247 7,860 北海道 15.9 鹿児島 15.2 宮 崎 10.1 熊 本 5.3 栃 木 3.4 － 

豚 647 7,629 鹿児島 12.0 北海道 8.5 宮 崎 7.6 千 葉 7.4 群 馬 6.8 － 

鶏 398 10,655 鹿児島 13.3 岩 手 8.6 宮 崎 8.1 青 森 4.6 青 森 4.5 ８位 

全 体 14,817 108,200 北海道 13.7 鹿児島 5.3 茨 城 5.1 千 葉 4.2 青 森 3.8 － 

資料：農林水産省「生産農業所得統計」 

 注：全国を推計単位とした農業総産出額は10兆7,801億円。 

 

 本道の農業産出額の主要部門別の推移をみると、昭和40年（1965年）と比べ、米のシェアが約４割

から約１割に低下する一方で、乳用牛が約４割を占めるまでに拡大しています。 

また、全国と比較すると、広大な土地資源を活用した畑作や酪農等の土地利用型農業の比率が高
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く、果実や花き等の耕種その他、中小家畜等を生産する施設型農業の比率が低いことが特徴となって

います。 

 

図表2-1-5 主要部門における農業産出額構成比の推移（北海道）  

                                          
注：１）「乳用牛」には生乳、「畜産その他」の中の鶏には鶏卵・ブロイラーが含まれる。 

２）農業産出額は、平成19年（2007年）から市町村を単位とした推計を取り止め、都道府県単位に改められたため、平 

成19年（2007年）以降は、都道府県内の市町村で取引される中間生産物については農業産出額に計上されていな 

い。 

 
（本道経済の重要な位置を占める農業と関連産業） 

 令和６年（2024年）の国内の農業総生産（出荷ベースの総生産額から資材費等の中間投入額を差し

引いた額）は５兆3,157億円で、前年に比べ１兆1,140億円（26.5％）増加しており、国内総生産（Ｇ

ＤＰ）に占める割合は0.8％となっています。また、令和５年度（2023年度）の道内の農業総生産は

6,304億円で、前年度に比べ500億円（8.6％）の増加となり、道内総生産に占める割合は2.9％となっ

ています。 

 農業は、農産物を原材料とする食品加工、肥料・飼料等の生産資材や農業機械、観光・運輸・流通

等の広範な産業と密接に結び付いており、特に、本道の乳製品、砂糖、でん粉等の食料品製造業は、

地域経済を支える基幹産業として重要な位置を占めています。 
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図表2-1-6  国（道）内総生産に占める農業総生産の割合 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

資料：農林水産省「農業・食料関連産業の経済計算」、北海道経済部「道民経済計算」 
 注：国内総生産は暦年、道内総生産は年度の統計数値。 

 

令和５年（2023年）の産業別製造品出荷額等における食品工業の構成比をみると、本道は41.3％で、

全国の11.7％に比べ29.6ポイント高く、道内では食品工業が製造業の主力となっていますが、付加価

値率は25.8％で、全国の29.7％に比べ3.9ポイント低くなっています。 

 

図表2-1-7 製造品出荷額等の構成比（令和５年（2023年）） 

 
資料：経済産業省「経済構造実態調査（製造業事業所調査）」 

食品工業は、食料品製造業、飲料・たばこ・飼料製造業の合計 

 

図表2-1-8 付加価値率の推移 

資料：総務省「工業統計調査」平成29年（2017年）～令和元年（2019年）、「経済センサス活動調査」令和２年（2020年）、 

経済産業省「経済構造実態調査（製造業事業所調査）」令和３年（2021年）以降 

11.7 

41.3 

2.2 

4.3 

8.9 

3.3 

4.6 

12.2 

2.3 

3.4 

6.4 

8.0 

4.7 

4.6 

21.4 

6.7 

37.7 

16.0 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全 国

北海道

食品工業 ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工 化学工業製品 石油・石炭製品 窯業・土石製品 鉄鋼 金属製品 輸送用機械器具製造 その他製造業

32.9 33.2 33.5 
32.3 

29.9 29.7 

27.6 28.0 27.9 28.3 25.5 25.8 

30 R元 2 3 4 5

付加価値率（全国）
付加価値率（北海道）

（年）

（％） 

 

（％） 



24 ---第２章 北海道農業・農村の概要 

２ 農業生産の概況 

 

(1) 令和７年（2025年）の気象状況 

（前年に続き記録的な高温となった１年） 

令和７年（2025年）１月から12月の本道の平均気温は平年よりかなり高く（＋1.8℃）、降水量は平

年並（104％）、日照時間はかなり多く（107％）なりました。また、６月から８月の平均気温が平年

を3.7℃上回り、昭和21年（1946年）の統計開始以降、歴代１位の高温となりました。 

 ３月は気温の変動が大きく、低気圧の影響も受け、平均気温は高く、降水量は多くなりました。４

月は低気圧が北海道付近を通過することが多く、日照時間はかなり少なく、降水量はかなり多くなり

ました。５月は低気圧の影響を受けにくく、南から暖かい空気が流れやすかったため、降水量は少な

く、気温はかなり高くなりました。 

６月は３年連続で記録的な高温となり、歴代１位を記録した一方、前線の影響で大雨となった日も

あったため、降水量は多くなりました。７月の気温はこれまで歴代１位だった令和５年（2023年）の

月平均気温の平年差＋2.9℃を大きく上回る＋4.8℃の記録的な高温となったほか、太平洋側で降水量

がかなり少なくなりました。８月も歴代２位の高温となった一方、低気圧や前線の影響で記録的な大

雨となった日もありました。 

９月は高気圧の張り出しで晴れた日が多かったため、日照時間はかなり多くなりました。10月はま

とまった雨が降ることが少なかった一方、曇りや雨又は雪の日が多く、日照時間は少なく、気温は寒

気の影響で低くなりました。11月は高気圧と低気圧が交互に通過し、天気が数日の周期で変化しまし

た。日照時間は多かった一方、発達した低気圧の通過で広い範囲で大雨となったため、降水量は多く

なりました。 

 

(2) 令和７年（2025年）の農業生産 

（高温等天候の影響を受けた農作物生産） 

 令和７年（2025年）産の本道の水稲の作付面積は10万700haで、前年産に比べ5,700ha（6.0％）増加

しました。10アール当たり収量は574kgで、前年産に比べ18kg（3.0％）減少、作況単収指数は98とな

りました。収穫量は57万8,000トンで、前年産に比べ1万5,600トン（2.8％）増加しました。品質は、

高温により登熟が早まったため、刈り遅れによる着色粒等が発生したことから、令和７年（2025年）

12月末の１等米比率（うるち）が90.7％と、前年産を0.5ポイント下回りました。 

小麦の作付面積は13万3,400haで、前年産に比べ1,400ha（1.1％）増加しました。収穫量は67万

1,900トンで、前年産に比べ4万2,300トン（5.9％）減少しました。また、登熟期間における高温や少

雨の影響により細麦傾向となったほか、未熟粒の発生も見られたことから10アール当たり収量は504kg

で前年産に比べ37kg（6.8％）減少しました。令和７年（2025年）10月末の１等麦比率（普通小麦）は

87.9％と、前年産を5.0ポイント下回りました。 

 豆類の作付面積は、大豆が４万6,800haで、前年産と同面積、小豆は2万1,300haで、前年産に比べ

500ha（2.4％）、いんげんは5,290haと前年産に比べ20ha（0.4％）増加しました。大豆の収穫量は 

13万6,200トンで、前年産に比べ3,800トン（2.9％）増加しました。大豆の品質は、収穫期の断続的な

降雨の影響により、３等級の比率が高くなり、令和８年（2026年）１月末の上位等級比率（１等及び

２等）が、前年産の59.9％を3.7ポイント下回る56.2％となりました。 
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 馬鈴しょの作付面積は４万8,200haで、前年産に比べ500ha（1.0％）減少しました。収穫された１株

当たりの上いも数は前年産より多かったものの、少雨の影響などにより小玉傾向で、10アール当たり

収量は3,510kgと前年産に比べ330kg（8.6％）減少し、収穫量は169万2,000トンで、前年産に比べ17万

8,000トン（9.5％）減少しました。また、でん粉の歩留まりは19.8％となり前年を1.0ポイント下回り

ました。 

 てん菜の作付面積は４万8,000haで、前年産に比べ900ha（1.8％）減少しました。は種や移植作業

がやや遅れた後、生育は順調に進みましたが、高温や少雨により根部の肥大が抑制されたため、10ア

ール当たり収量は6,660kgで、前年産に比べ470kg（6.6％）減少しました。収穫量は319万5,000トン

で、前年産に比べ29万トン（8.3％）減少しました。また、根中糖分は高温や褐斑病の影響を受け

15.6％となり、前年を0.1ポイント下回りました。 

 

 図表2-2-1 農作物の生産概況（北海道） 

区  分 

作 付 面 積 10ａ当たり収穫量 
（kg） 

収  穫  量 10ａ当たり 
平均収量対比 

（注１・注２） 
実 数 （千ha） 前年比 

R7/R6(%) 
実数（千トン） 前年比 

R7/R6(%) R6年 7 R6年 7 R6年 7 

水  稲 95.0 100.7 106.0 592 574 562.4 578.0 102.8 98 

小  麦 132.0 133.4 101.1 541 504 714.2 671.9 94.1 96 

大  豆 46.8 46.8 100.0 283 291 132.4 136.2 102.9 119  

小  豆 20.8 21.3 102.4 204 206 45.3 43.9 96.9 98 

いんげん 5.3 5.3 100.4 102 98 5.4 5.2 96.3 114 

馬鈴しょ 48.7 48.2 99.0 3,840 3,510 1,870 1,692 90.5 94 

て ん 菜 48.9 48.0 98.2 7,130 6,660 3,485 3,195 91.7 98 

資料：農林水産省「作物統計」 

注：１）10ａ当たり平均収量対比とは、小麦、大豆、小豆、いんげん、馬鈴しょ、てん菜において、10ａ当たり平均収量

（前年産を起点とした過去７か年のうち、最高及び最低を除いた５か年の平均値）に対する当年産の10ａ当たり

収量の比率である。 

２）水稲については作況単数指数を記載している。なお、「作況単収指数」とは、生産者が使用しているふるい目幅ベ

ース（1.90mm）で算出した10ａ当たり収量の前年産までの５か年中３年平均（最高、最低除く）に対する10ａ当た

り収量の比率である。 

 

（増加した生乳・枝肉・鶏卵の生産） 

 生乳の生産量は、前年に比べ３万 8,900トン（0.9％）、豚枝肉の生産量は、前年に比べ 3,500トン

（3.1％）、鶏卵の生産量は、前年に比べ 2,400トン（2.7％）、それぞれ増加しましたが、牛枝肉の

生産量は、前年に比べ 4,100トン（4.1％）減少しました。 

 
図表2-2-2 家畜の飼養及び生産状況（北海道） 

区 分 

飼 養 頭 羽 数 生   産   量 

実数（千頭、千羽） 前年比 
R7/R6(%) 

実数（千トン） 前年比 
R7/R6(%) R6年 7 項目 R6年 7 

乳用牛 821.5 816.8 99.4 生乳 4,264.1 4,303.0 100.9 

肉用牛 558.6 544.7 97.5 枝肉 98.9 94.8 95.9 

豚 752.2 - - 枝肉 111.3 114.8 103.1 

採卵鶏 5,692 - - 鶏卵 89.5 91.9 102.7 

資料：農林水産省「畜産統計」、「牛乳乳製品統計」、「食肉流通統計」、「鶏卵流通統計」 

注：１）飼養頭羽数は２月１日現在、生乳の生産量は各年度（４月～３月）における生産数量。 

２）R７年の豚及び採卵鶏の飼養頭羽数は農林業センサス実施年のため統計なし。 
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 ３ 農村地域の概況 

 

（集落人口は更に減少し高齢化が進行） 

 令和７年（2025年）の道内の集落（一定の土地に数戸以上の社会的まとまりが形成された、住民生

活の基本的な地域単位）の人口は、54万9,190人で、令和５年（2023年）に比べ２万1,517人（3.8％）

減少しました。これは道内全体の人口減少率（2.0％）と比較して、高い減少率となっています。 

 また、全集落（3,622集落）に占める100人未満の集落は2,246集落（62.0％）となっており、令和５

年（2023年）に比べ1.5ポイント増加し、小規模化が進んでいるほか、高齢者（65歳以上）の割合が

75％を超える集落は年々増加しており、高齢化もさらに進んでいます。 

 

図表2-3-1  人口と集落人口（北海道） 

（単位：人） 

区分 H31 R3 5 7 
減少率

（R7/R5） 

人口 5,277,837 5,206,059 5,114,809 5,015,776 ▲2.0％ 

集落人口 636,452 613,876 570,707 549,190 ▲3.8％ 

割合 12.1％ 11.8％ 11.2％ 10.9％ ▲0.3％ 

資料：北海道総合政策部「北海道集落実態調査」（隔年４月１日現在） 

 

図表2-3-2 人口規模別集落数の推移（北海道） 

資料：北海道総合政策部「北海道集落実態調査」 

 

図表2-3-3 高齢者が75％を超える集落数の推移（北海道） 

資料：北海道総合政策部「北海道集落実態調査」 
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（人口減少に強い危機感を持って対応） 

本道の農村は、食料生産の場であるとともに地域住民の生活の場であり、農業の持続的な発展の基

盤となっていますが、国立社会保障・人口問題研究所の推計によれば、本道の人口は、今後、有効な

対策を講じない場合、令和２年（2020年）の522万5,000人から令和32年（2050年）には382万人と、

140万5,000人（26.9％）減少すると見込まれ、地域の社会経済を支える重要な機能が危機的な状況に

陥ることが懸念されています。 

また、地方独立行政法人北海道立総合研究機構（以下「道総研」という。）農業研究本部の予測に

よれば、本道の個人経営体数は、令和２年（2020年）の３万経営体から、令和17年（2035年）には 

１万8,000経営体と、１万2,000経営体（40.0％）減少し、個人経営体の世帯員数は、10万9,000人から

５万7,000人と、５万2,000人（47.7％）減少するとされました。 

道では、全国を上回るスピードで人口減少が進んでいる事実を直視し、強い危機感を持って各般の

対策を講じるため、令和７年（2025年）３月に「第３期北海道創生総合戦略」を、令和８年（2026年）

３月には同戦略の改訂版を策定し、「ＧＸ政策とＡＩ-ＤＸ関連産業政策との一体的展開」、「誰もが

安心して暮らせるまちづくり」、「ひとを育み、受け入れ、未来につなぐひとづくり」、「可能性を

高め、成長するしごとづくり」の４つの重点戦略プロジェクトを設定し、戦略の推進期間である５年

間を通じて政策資源を集中投入するなど、重点的な展開を図っています。 
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